
(平成 年度)

(平成 年度)

[ % ] [ % ] [ % ] [ % ]

＝（ － ） ／

＝（ － ） ／ ＝ ％

事業着手時事業費

1.3 億円
再評価時

11

0.4 億円

－

3.4

3.4 億円 - 億円

1.7 億円億円 - 億円

1,330

内用地費

Ｌ＝

国

費　用　負　担　内　訳

0.4 億円

39

1.3 億円

その他(農家)

ｍ

1.7 億円

・

3.4 億円

再評価時事業費 事業着手時事業費

3.4 億円

別記様式第１号

※事業費増加度(重点評価基準　指標４)

事業内容

0.03.4 億円

【事業内容の変更状況とその要因】

22

0.1 億円 
（平成22年度)

事 業 費

全　体　事　業　費

事業着手時
0.1 億円 

（平成13年度)

水 路 工
再 評 価 時

根 拠 法 令

県

ｍ

事

業

の

概

要

・ 水 路 工 Ｌ＝ 1,330
13

事 業 着 手 時

事 業 名

農村整備課

事業主体 宮  城  県(上沼
うわぬま

３期
さんき

地区)

事 業 担 当 課

た め 池 等 整 備 事 業 補助補助・単独の別

平成 31月調 書 作 成 年 月 日

栗 原 市 志 波 姫 南 郷 地内
管理主体 栗　原　市

年22

再 評 価 調 書

50

土地改良法

事業目的

施 行 地 名
くり はら し しわひめ みなみごう

市町村

5 日

　 本地区は宮城県の北東部に位置し，栗駒山系を源とする迫川沿岸に展開する水田農業地域であ
る。
　 本排水路は，昭和３０年度に旧志波姫町の区画整理事業で築造された素掘水路である。
　 その後，開田等社会状況の変化による一時的流出量の増大，法面の崩壊による土砂の流入および
堆積により，排水機能の低下に至っている。
　 また，盛土水路であることから一部漏水箇所も見受けられ，非常に危険な状態となっており，排水機
能の低下による，降雤時越流破堤を招く恐れがある。
　 よって本事業により改修を行い，自然災害の発生を未然に防止し，農業生産性の維持および農業
経営の安定を図るものである。

　 平成１５年度に工事を施工する際に，絶滅危惧種に指定されている在来魚の生息が確認され，生
息域保全の観点から工事位置を下流へ変更し施工を行った。
 　その後，複数年の環境調査及び環境に配慮した工法の検討が必要となったことから，工事の施工
については，平成１７年度より休止しており，事業工期が延伸している状況である。
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○事業費増減対照表

※「その他工事費等」には、全体実施設計費，工事雑費，地方事務費が含まれる。

（平成 年度） （平成 年度）

※事業停滞年数(重点評価基準　指標 １)＝　 年

※事業工期延伸度(重点評価実施基準　指標３)＝（変更後予定事業期間）／（当初予定事業期間）

（ ）

その他工事費等

事業着手時 再評価時

規則第24条第1号関係

○事業期間

－ 億円

3

Ｈ 25 年度

Ｈ 23 年度

工 事 着 手 年 度 Ｈ 14 年度

Ｈ 14 年度

Ｈ 14 年度

完 成 予 定 年 度

＝ ）／（

本工事費

　水　 路　 工

測量及び試験費

事業採択予定年度

用地買収着手予定年度

工事着手予定年度

一式

用地費及び補償費

1,330ｍ

事

業

の

概

要

　 本事業計画路線において，絶滅危惧種に指定されている在来魚の生息が確認され，生息域保
全の観点から環境に配慮した事業の実施を行うこととなり，複数年の環境調査及び環境に配慮し
た工法の検討に要する費用が必要となったことから測量試験費が増となった。
　 なお，対象魚種の生息環境の変化を出来る限り軽減できるよう，水路底を現況のまま保持して
水路側面の護岸を実施していく工法とし，漏水および破堤発生の防止を図ることとしている。

再評価時

【事業費の変更状況とその要因】

（平成22年度)

事業量 事業費 事業費事業量 事業量

その他(水路設計の再検討、用地測量
の見直し）により0.4億円の増額
　　　　　　　　　　　　　計 0.4億円増額

事業の進捗状況

13

13

0.0億円

用地買収着手年度

3.4億円

22

事 業 採 択 年 度 Ｈ 13 年度

3.4億円

2.176 ＝

Ｈ 13 年度

0%

0.4億円一式

一式 － 億円

一式

変更の主な理由
増     減

請負差金により0.2億円の減額
物価変動により0.2億円の減額
　　　　　　　　　　　　　計 0.4億円減額

ｍ ▲ 0.4億円

▲ 0.4億円

0.6億円一式

0.1億円

100%

5.9%

2.5億円2.9億円

1,330ｍ2.9億円

0.2億円

100%

一式

73.5%

2.9%

17.5%

2.5億円

合　　計

85.3%

一式

計画変更実施(予定)年度

5.9%

2.9%

事業着手時

（平成13年度)

事業費

0.2億円

0.2億円

0.1億円

Ｈ 18 年度 完 成 予 定 年 度

一式

－

一式

5.9%
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平成 年度までの

億円 ％ 億円 ％

※事業工程乖離度(重点評価基準　指標２)

＝（累加投資事業費 ／ 現全体事業費 ）－（ 累加年単純割額 ／ 現全体事業費 ）

＝（ ／ ）－（ ／ ）

＝ ％

2.6億円

▲ 41.635.3％ － 76.9％

1.2

  供用が開始された施設については，栗原市へ管理委託を行っている。
　今後，整備される施設についても順次栗原市へ管理委託を行っていき，全線完了後は，同市へ
財産譲与する予定となっている。

35.3

事

業

の

概

要

－

内用地費

＝

施設管理の予定・管理状況

1.2億円

22

－

【事業の進捗状況（順調でない場合にはその要因）】

3.4億円

進捗率

3.4億円

　水路管理者である栗原市や地元受益農家及び環境団体との検討・協議の結果，対象魚種の
生息環境の変化を出来る限り軽減できるよう，水路底を現況のまま保持して水路側面の護岸を施
工していく工法で合意に至ったことから，平成２２年度に水路設計の方針を決定し詳細設計を行
い，平成２３年度から工事に着手し，平成２５年度までに全線完了とする予定である。

○進捗率

事業費

　当該水路工は３９４ｍが完成し３０％の進捗であるが，平成１５年度に工事を施工する際に絶滅危惧
種に指定されている在来魚の生息が確認され，生息域保全の観点から施工位置を下流へ変更し施
工を行った。
　その後，環境に配慮した事業の実施を行うこととなり，複数年の環境調査が必要となったこと及び環
境に配慮した工法の検討が必要となったことから，工事の施工については，平成１７年度から休止して
いる状況である。
　平成１６年度以降は，生息状況調査，移植等の検討，水路管理者(栗原市や地元農家）や環境団体
との協議を重ね，設計方針の検討を行ってきており，平成２２年１月に，対象魚種の生息環境の変化
を出来る限り軽減できるよう，水路底を現況のまま保持して水路側面の護岸を施工していく工法で合
意に至った。
　当該水路の荒廃は更に進行し，法面崩壊や漏水による破堤発生の危険が増しており，草刈りや江
払い等の維持管理作業についても，困難で危険な作業となっている。

進捗率

【今後の進捗の見込み（事業スケジュール表後掲）】
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　 本地域はひとめぼれ，ササニシキに代表される米作中心の農業地域であるが，農家の兼業化
や高齢化も進んでおり，農作業および維持管理の省労力化，簡素化が一層必要性を増してい
る。
　 このような中で，本事業で整備される用排水路整備に，地元から大きな期待が寄せられていた
ところであるが，工事が始まって数年後に絶滅危惧種に指定されている在来魚の生息が確認さ
れたことから，平成17年度より生息調査を実施し生息状況の確認を行ってきた。生息調査を地元
関係者と合同で実施しており，在来魚保全への機運が高まってきている。
　法面の崩壊による土砂の流入や堤体からの漏水が進行しており，破堤発生の危険が増してい
ることや，草刈りや江払い等の維持管理作業を行う際にも非常に危険な状態となっており，在来
魚の保全を行いつつ，排水機能を確保する整備に地元からは大きな期待が寄せられており，早
期完了が望まれている。

上 位 計 画 等

○地元情勢、地元の意見

○社会経済情勢○社会経済情勢

事

業

の

必

要

性

事業を巡る社会経済情勢等

　 本地区の上流部の基幹施設である，ダム，頭首工，揚水機場および幹線用水路の整備が完了
しており，潤沢な用水が供給されている。
　 また，ほ場整備事業についても順次採択され大区画化の整備が進んできてはいるものの，経
済不況による厳しい農業環境と農業従事者の高齢化の中で，自然災害の発生を未然に防止し，
当該施設の維持管理の容易性や農業生産性の維持及び農業経営の安定を目的としている本事
業の早期完了の要望は高いものとなっている。

　「栗原農業振興整備計画」（平成２１年）と「みやぎ農業農村整備基本計画」（平成１８年度策定）に基
づき，農業振興を目的に実施するものである。

規則第24条第２号関係
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供用状況（Ｈ２２まで）

・用 排水  路 工 Ｌ ＝ ３９４ ｍ １，３３０ ｍ

○県営ため池等整備事業

　 自然災害の発生を未然に防止し，農業生産性の維持および農業経営の安定を図る。

・実施されたコスト縮減

（単位：千円）

Ｓ61～Ｈ8

事

業

の

効

率

性

217 ha 217 ha 

／

事

業

の

有

効

性

　本地区の上流部の基幹施設である，ダム，頭首工，揚水機場及び幹線用水路の整備が完了してお
り，潤沢な用水が供給されている。
　本事業も上位の施設が供用され，地区の基幹水利施設が一部が整備されたことにより，整備された
区域内では用水が安定的に供給され，確実に水不足が解消し，水管理の合理化や維持管理の軽減
などの事業効果の発現が図られている。

事　　業　　内　　容工　　期地　区　名 進捗率

上沼地区

事 業 効 果

事　業　費

○想定される事業効果

　 現況水路は，土砂の流入，法面の崩壊により排水機能の低下を来たし，降雤時において越流破堤
が想定される。
　本事業を実施することにより，周辺農用地，農業用施設への多大な被害を未然に防止するとともに，
地区内への用水が安定的に供給され，確実に水不足が解消し，水管理の合理化や維持管理の軽減
など大幅な事業効果の発現が図られる。

関連事業の概要・進捗状況等

工　　期 受益面積 事　業　費 進捗率

○効果の発現状況

工　　種 項目 コスト縮減の要因 コスト縮減額

上沼２期地区

地　区　名

100%

受益面積

▲ 100

事　　業　　内　　容

用排水路2.6 億円　

Ｈ9～Ｈ12 283 ha 2.5 億円　 用排水路 100%

水　路　工 管理道路敷砂利工 再生骨材の使用

代替案との比較検討 規則第24条第3号関係

　 本事業の代替案としては，本水路の右岸側（山側）へ迂回する案，左岸の水田側へ迂回する案が
考えられるが，対象魚種の生息環境を守るため現水路も保存し流水も維持する必要があり，維持管理
の増となる。
　なお, 右岸側（山側）ルート案については，水路は高位部となり，土工費（岩掘削），用地買収費が嵩
み不経済となる。
　また，左岸側（水田側）ルート案については，堤体の盛土工事費及び用地買収費が嵩む他，低位部
の水路であり，配水のため揚水ポンプが要所に必要となることから，事業の経済効果が発現されない
ものとなり，事業の実施が不可能である。
　以上のとおり，現時点においても現計画が最良と判断した。

コスト縮減計画 規則第24条第4号関係
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（年効果額算定）

維持管理費節減効果

・

・

・ 災害防止効果の減額は、減産防止額の見直しによる。

費

用

項

目

災害防止効果

費

用

項

目

本事業

4

区　　　　　　分

規則第24条第5号関係規則第24条第5号関係

現在価値（Ｃ）

維持管理費

関連事業

総費用

便 益 算 定 期 間 ：

総便益①÷④－②

費用便益比（Ｂ／Ｃ）

便

益

項

目

現在価値（Ｂ）

還元率×（１＋建設利息率）④

年総効果額①

総合耐用年数③

更新効果

作物生産効果

【便益の概要，主な算出根拠等】

【事業計画時との違いの要因】

費用は、本事業および関連事業を合わせて事業費が増額となった。

維持管理費節減効果の増額は、施設費用の減と維持管理費用の見直しによる。

維持管理費節減効果：維持管理に係る経費が節減される効果

事

業

の

効

率

性

％

根拠マニュア ル：

費用対効果

建設費

年

土地改良の経済効果　【農林水産省構造改善局計画部監修】　（平成９年版）

215,000

社 会 的 割 引 率 ：

30

（効果上限）

再　　評　　価　　時

563,000

％

廃用損失額②

営農経費節減効果

事 業 計 画 時

646,003

1.15

基準年(平成8年)

-

-

899

-

40,639

基準年(平成22年)

＜残事業＞

30

215,000

-

39,715

（効果下限）

41,095

215,000

215,000

-

-

619

-

-

-

215,000

-

335,500

563,000

563,000

688,358

628,382

39,715

30

646,003

41,538

＜全体＞ ＜全体＞

-

1,380

-

581,400

-

245,900

352,000

211,000

災害防止効果：洪水，土砂流出等の災害の発生に伴う作物，農用地，農業用施設，一般資産

　　　　　　　及び公共資産の被害が防止される効果

17,824

-

1.09

-

30

-

0.05970.0643

1.43

0.0597

688,358

215,000

18,44341,095

-

1,380

-

-

308,928

30

0.0597

3.20

-

215,000

688,358

688,358

308,928

※土地改良法上の事業計画における経済効果の数値を記載している。
　　　なお，効果は，算出時に現在価値化している。総費用は，各年度毎の事業費を現在の価値に換
　算しているので，調書記載の事業費とは異なっている。

581,400

※１．残事業の「効果上限」とは，全ての事業効果が，事業地区内の区域や路線間で相乗的な関連性
　　を持って発現する（事業全体が完了しないと一切の効果が発現しない）ことを前提として算定したも
　　のである。
※２．残事業の「効果下限」とは，整備レベルの異なる区域や路線間の相乗効果を考慮せず，各主要
　　工種の残事業費率から主要工種毎の残事業効果額等を算定したものである。

308,928

215,000
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事業継続

環

境

へ

の

影

響

と

対

策

影響と対策

地域指定状況等

　 栗原市の田園環境整備マスタープランにおいて，本地区は農業振興区域を範囲とする環境配慮区
域に指定されており，工事の実施にあたり環境に対する影響を軽減する対策を講じることとしている。

総
合
評
価

　 市の田園環境マスタープランによると，本区域内は多様な動植物が生息しており，事業に伴う環境配
慮計画策定時における生態調査においても，在来魚などの希少種のほか多くの動植物を確認してい
る。
　 このため工事の実施にあたっては，数年間生息調査を行い，環境に配慮した工法の検討を行ってき
ており，生息環境を維持していくために，水路底を現況のまま保持して水路側面の護岸による水路整備
を計画している。
　 工事においては，環境への負荷を軽減する建設機械等での施工を行うこととする。
 　また，生息環境を守るため通水状態での作業とし，濁水の発生を最小限にするよう実施する。

対応方針（案）

新田バイパス Ｌ＝３，１１０m w＝６．０（１２．０）mNo.0 No.155+10No.30 No.60 No.90 No.120坂戸(町)支所線 (町)山ノ神新田駅前線新田バイパス Ｌ＝３，１１０m w＝６．０（１２．０）mNo.0 No.155+10No.30 No.60 No.90 No.120坂戸(町)支所線 (町)山ノ神新田駅前線新田バイパス Ｌ＝３，１１０m w＝６．０（１２．０）mNo.0 No.155+10No.30 No.60 No.90 No.120坂戸(町)支所線 (町)山ノ神新田駅前線
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H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

130m 300m 300m 300m 300m

102m 320m 300m 316m

詳細設計 詳細設計

環境協議

詳細設計 詳細設計 環境調査 環境調査 環境調査  環境調査 詳細設計

292m

変　更

変　更

水路工事費

当　初

- 8 -

当　初

事

業

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

表

項　　　目

測量試験費

当　初

変　更

用買補償費



受 益 区 域

流 域 区 域

被 害 区 域

既 設 水 路

計 画 水 路

凡 例

丸森町

岩沼市

名取市

登米市

柴田郡

黒川郡

加美郡

本
吉
郡

仙台市

宮城郡

塩竃市

刈田郡

東松島市
宮城郡

白石市

牡
鹿
郡

栗原市

大
崎
市

遠田郡
山

形

県

岩 手 県

太

平

洋

仙 台 湾

多賀城市

石巻市

気
仙
沼
市

亘
理
郡

角田市

福 島 県

県 内 位 置 図

秋 田 県

Ｎ
施工場所：栗原市

位

置

図

ため池等整備事業 上沼３期地区

被害想定面積 Ａ＝70.2ha

集水面積 Ａ＝286.0ha

受益面積 Ａ＝283.1ha

上沼３期地区
上沼排水路 Ｌ＝1,330ｍ

上沼２期地区
上沼排水路 Ｌ＝803ｍ

縮尺 1/25,000

－ 9 －



被害想定面積 Ａ＝70.2ha

集水面積 Ａ＝286.0ha

上沼３期地区
上沼排水路 Ｌ＝1,330ｍ

上沼２期地区

事 業 概 要 図

事業名

（参考資料１）

本
吉
郡

県 内 位 置 図

山

形

県

福 島 県

秋 田 県

Ｎ
大崎市

岩 手 県

宮

城

県

気仙沼市

栗原市

登米市

美里町
石巻市

仙台市

柴田郡

刈
田
郡

岩沼市
名取市

多賀城市
宮城郡
塩釜市

牡鹿郡

伊具郡

亘
理
郡

白石市角田市

黒川郡
宮城郡

東松島市

洋

平

太

加美町

上沼排水路

上沼地区
上沼排水路

迫川上流３期地区
継入江用水路

施工地名 栗原市志波姫南郷た め 池 等 整 備 事 業

受益面積 Ａ＝283.1ha

－ 10 －

①→

→

→

③

→

⑤

④

②

→

受 益 区 域

流 域 区 域

被 害 区 域

既 設 水 路

計 画 水 路

凡 例

実 施 済 部

→

⑥





た め 池 等 整 備 事 業 施工地名

① 上沼用排水路（施工済み： NO.37+10.0 から下流）

② 上沼用排水路（未施工： NO.80付近 から下流）

栗原市志波姫南郷

事 業 施 行 状 況 等

- 12 -

（参考資料２）

事業名



た め 池 等 整 備 事 業 施工地名

③ 上沼用排水路（未施工： NO.82付近 から下流）

④ 上沼用排水路（施工済み： IP41-1 から下流）

事業名

- 13 -

栗原市志波姫南郷

事 業 施 行 状 況 等（参考資料２）



た め 池 等 整 備 事 業 施工地名

⑤ 上沼用排水路（施工済み： NO.108 から上流）

⑥ Ｓ５６被災状況

（参考資料２） 事 業 施 行 状 況 等

事業名 栗原市志波姫南郷

- 14 -



① 農業経営向上効果（生産費及び土地改良施設の維持管理を軽減させる効果等）

ア）維持管理費節減効果(維持管理費が節減される効果)

 維持管理費節減効果＝現況維持管理費－計画維持管理費

＝ 千円

② 生産基盤保全効果（土地改良施設の再整備により従前の生産が維持される効果）

ア）災害防止効果(災害の発生に伴う被害が防止される効果)

 災害防止効果＝破堤により被害を受ける可能性をもつ施設等の想定被害額

＝ 千円

計（ 農業生産に係る効果　①＋② ） ＝ 千円

･･･････ ④③

･･･････ ⑤④

（参考資料４） 費用対効果分析算定結果

効　　果　　名 年 効 果 額
維持管理費節減効果 1,380 千円

39,715

41,095

41,095 千円
②  ア） 災 害 防 止 効 果 39,715 千円

1,380

①  ア）

廃用損失額
｛ 還元率 × （１＋建設利息率） ｝

－

合　　　　　計

＝
41,095 千円

－
0.0325 ｝

妥当投資額(便益) ＝
年 総 効 果 額

－
｛ 0.0578 × （ 1 ＋

＝ 1.09

＝ 688,358 千円 ･･･････ ③

換算総事業費(費用) ＝ 628,382 千円 ･･･････ ④

- 15 -

投資効率 ＝
妥当投資額(便益) 

換算総事業費(費用) 



ため池等整備事業上沼３期地区　平成２２年度以降残事業に係る費用対効果分析結果

0.91

効果項目

下限における残事業効果額（千円）
（Ⅱ）式による算定値　〔区域間相乗効果非考慮〕

Ｈ２２年度以降残事業効果額（千円） （参考）Ｈ２１年度まで事業効果額（千円）

本事業 関連事業 計 本事業 関連事業

120,500

245,900

366,400

413,382

30

0.0597

379,430

379,430

7,181 15,471 22,652

6,940 14,951 21,891

241 520 761

作物生産効果

維持管理費節減効果 860 520 1,380

営農経費節減効果

災害防止効果 24,764 14,951 39,715

更新効果

計 25,624 15,471 41,095

関連事業 計計 本事業

17,824

619 619

308,928

総合耐用年数

18,443

廃用損失額
（デッドコスト）

30

0.0597

18,443

水辺環境整備効果

公共施設保全効果

地積確定効果

17,824

3.20

215,000

215,000

688,358

688,358

0.0597

215,000

1.43
残事業Ｂ／Ｃ

還元率×（１＋建設利息率）

総
費
用
（Ｃ）

現在価値

総便益

現在価値

総費用

総
便
益
（Ｂ）

関連事業

本事業

308,928

215,000

215,000

215,000

-
 1

6
 -

本事業 関連事業 計

30

860 520 1,380

25,624 15,471 41,095

24,764 14,951 39,715

0.0597

688,358

688,358

1.09

上限における残事業効果額（千円）
（Ⅰ）式による算定値　〔区域間相乗効果考慮〕

Ｈ２２年度以降残事業効果額（千円） （参考）事業全体効果額（千円）

335,500

245,900

581,400

628,382

30



ため池等整備事業上沼３期地区　平成２１年度残事業効果額算定資料

災害防止効果 24,764

更新効果

-
 1

7
 -

公共施設保全効果

水辺環境整備効果

860

14,951

作物生産効果

維持管理費節減効果

営農経費節減効果

39,715

100.00%

100.00%

100.00%

100.00%

100.00%

70.38%100.00%

70.38%100.00%

70.38%520

70.38%

70.38%

70.38%

70.38%

24,764

水路工

水路工

水路工

1,380520

水路工

水路工

水路工

水路工

17,824

619

18,443

17,824

619

70.38%

18,443

619

廃用損失額
（デッドコスト）

水路工 100.00%

40925,624計 25,624 15,471 41,095

効果項目

残整備率 効果額

着手済み区域の残効果額
本事業 関連事業 計

全体効果額（千円）

効果額

工種別効果額（千円）

残　便　益　（B) 残　事　業　費　（C)

残事業Ｂ／Ｃ

308,928

現在価値

1.43

本事業 215,000

関連事業

215,000

残効果額工種 事業費率
効果額本事業 関連事業

本事業＋関連事業

残効果額

関連事業

残整備率

現在価値 215,000

総合耐用年数 30

還元率×（１＋建設利息率） 0.0597

総便益

308,928

860

14,951

15,471

5.38%

5.38%

5.38%

5.38%

18,034

5.38%

5.38%

395

14

5.38%

5.38%

605

17,429

残効果額

効果額

工種別残効果額（千円）

残整備率 効果額

本事業

未着手区域の残効果額

17,824

総費用

18,443

廃用損失額
還元率×（１＋建設利息率）

＝ 18,443 - 0
0.0597

-

＝ 308,928

総便益＝ 年総効果額

地積確定効果
水路工 100.00% 70.38% 5.38%



平成２２年度以降残事業費用対効果分析に係る基礎資料

今回評価時に算定した事業全体効果額　（千円） 関連事業の進捗率　（事業費：千円） ※うち本地区分　（千円）

工種毎事業費率

工種毎整備率（事業量ベース） 本事業の平成２２年度以降残事業費　（千円）

事
業
費

工種毎進捗率（事業費ベース）　（事業費：千円）

関
連

事
業

水　路　工
全体延長 (ｍ) 803.0
整備済み延長 (ｍ)
未整備延長 (ｍ) 803.0 100.00%

70.38%
当
該
事
業

水　路　工

- 18 -

効果項目

当
該
事
業

水　路　工

計

計
作物生産効果

本事業 関連事業

1,380

水辺環境整備効果

維持管理費節減効果 860 520

41,095

工種 事業費率 (%)

廃用損失額
計 15,47125,624

335,500
事業費率 (%) 100.00%
工種事業費(千円)
事業費率 (%)

工種事業費(千円)

工種 区分 ： 延長（ｍ） ・ 整備率 (％)

254,000

全体延長 (ｍ) 1330.0
整備済み延長 (ｍ) 394.0 29.62%

335,500

未整備延長 (ｍ) 936.0
全体延長 (ｍ)
整備済み延長 (ｍ)
未整備延長 (ｍ)

H22以降残

245,900

H22以降残事業費 以降残率
71.97%
5.38%

100.00%

全体
245,900

H22以降残

182,800
4,045

178,755

H21まで事業費
71,200
71,200

進捗率
28.03%
94.62%75,245

178,755

ため池等整備事業

区分事業費１ｍ当たり事業費

100.00%
14,951 39,715 245,900

事業名

公共施設保全効果

営農経費節減効果

災害防止効果 24,764
更新効果

整備済み
H22以降分

191
254,000

H22以降分

245,900計
進捗率(%)

254,000
工事費

工種

全体

当
該
事
業

水　路　工
全体

測量試験費 用地補償費

関連事業名 全体事業費
245,900上沼２期地区

53,700

整備済み

4,800

335,50053,700 4,800 7,100

合計
335,500

工事雑費
7,100

地方事務費

測量試験費

水路工

地区名 上沼３期

15,900

15,900

H21年度まで

245,900

H22以降残事業費
182,800

計

費用区分

工事雑費

254,000
事業計画

53,700
4,800
7,100

319,600
15,900

335,500

2,800
114,800

5,700

累加投資事業費（～H21）

71,200

120,500

40,800

地積確定効果

4,300

12,900
4,800

地方事務費
合計

用地補償費

10,200
215,000

204,800


